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I． 認定特定非営利活動法人日本がん登録協議会の概況 

1. 会員

(1) 令和 5 年度は正会員数（47 都道府県 1 市、1 研究団体、9 病院等関連団体、24個
人会員）で登録者数は 332 名となった。

(2) 賛助会員は、令和 6 年 3 月 31 日現在、26 団体 5 個人会員である。

(3) 名誉会員は、8 名となった。

2. 役員

（1） 理事・監事は、前年度に引き続きその職務に当たった。

3. 学術集会会長

（1） 第 34 回学術集会会長に伊藤秀美氏が選出され、令和 5 年度通常総会にて承認され

た後、理事長により委嘱された。

（2） 第 35 回学術集会開催候補地に鳥取県（学術集会長：尾﨑米厚氏）が立候補し令和

5 年度第 5 回理事会において選出された。令和 6 年度の総会報告事項となっている。

4. 専門委員

（1） 令和 5 年度総会において、専門委員の再任が承諾された。
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会員構成 令和 6 年 3 月現在 

正会員：47 都道府県 1 市、1 研究団体、9 病院等関連団体、24 個人 
名誉会員：8 名 賛助会員：25 団体、5 個人 
正会員（登録者 332 名） 
都道府県市がん登録：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城

県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福

井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵

庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、

愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、

広島市

研究団体：CDAA 
病院等関連団体：大阪医科薬科大学研究支援センター医療統計室、大阪医科薬科大学附属

病院、桐生厚生総合病院、群馬県立がんセンター、高崎総合医療センター、琉球大学病院

がんセンター、群馬大学医学部附属病院、四国がんセンター院内がん登録室、愛知県がん

センター研究所

正会員（個人）

岡本 直幸、猿木 和久、田中 英夫 その他 21 名 
賛助会員（団体）

日本対がん協会、日本医師会、日本歯科医師会、アフラック生命保険、アストラゼネカ、

大鵬薬品工業、ノバルティスファーマ、中外製薬、第一三共、ヤクルト本社、日本生命保

険、サイニクス、キャンサースキャン、味の素、全日本コーヒー協会、レナテック、東京

海上日動火災、東京海上日動あんしん生命、富士フイルムメディカル、メルクバイオファ

ーマ、ファイザー、MSD、武田薬品工業、三井住友あいおい生命保険、群馬県病院協会、

日本薬剤師会

賛助会員（個人）

戸井田 睦美 他 4 名 

役員・顧問・事務局  令和 6 年 3 月現在 
（五十音順、敬称略）

役 員
理事長：猿木 信裕（群馬県衛生環境研究所）

副理事長：大木 いずみ（埼玉県立大学）、西野 善一（金沢医科大学）

宮代 勲（大阪国際がんセンター）

理 事：伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所）、片山 佳代子（群馬大学）、

金村 政輝（宮城県立がんセンター）、杉山 裕美（放射線影響研究所）、

寺本 典弘（四国がんセンター）、松坂 方士（弘前大学医学部附属病院）、

増田 昌人（琉球大学医学部附属病院がんセンター）

監 事：田渕 健（東京都立駒込病院）、茂木 文孝（群馬県健康づくり財団）

顧 問

岡本 直幸（レナテック特別顧問）、田中 英夫 （大阪府寝屋川市保健所）、

鶴田 憲一（地域医療支援センター）

事務局

職 員：（常勤）中村 藍海 （非常勤）内田 かおり、松崎 良美、濱松 若葉
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学術集会会長・専門委員 令和 6 年 3 月現在 
（五十音順、敬称略）

学術集会会長

第 33 回学術集会会長：田村 研治（島根大学医学部附属病院腫瘍内科） 
第 34 回学術集会会長：伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所がん予防医療研究領域） 
専門委員

伊藤 ゆり（大阪医科薬科大学）、海崎 泰治（福井県立病院）、

梶原 麻里（London School of Hygiene and Tropical Medicine, Department of Health 
Services Research and Policy）、小塚 祐司（三重大学医学部附属病院）、 
齋藤 真美（北海道がんセンター）、阪口 昌彦（大阪電気通信大学）、

田中 里奈（弘前大学大学院医学研究科）、田淵 貴大（大阪国際がんセンター）、

中田 佳世（大阪国際がんセンター）、中林 愛惠（島根大学医学部）

松本 吉史（大阪医科薬科大学病院）、森島 敏隆（大阪国際がんセンター）、

山下 夏美（四国がんセンター）、
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II. 令和 5 年度事業報告

1. 特定非営利活動に係る事業

（1） 学術集会、講演会等の開催事業

① 第 32 回学術集会

令和 5 年度の学術集会に合わせて、令和 5 年 6 月 8 日（木）にがん登録担当者研修会を

開催した。5 名の講師を招き、がん登録室担当者並びに関係者を対象に開催し、160 名の参

加者があった。

【がん登録担当者研修会 開催概要】

日時：2023 年 6 月 8 日（木）14：00-17：00 

会 場：リンクモア平安閣市民ホール（青森県）

座長： 伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野）

演題・演者：

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針の概要」

松坂 方士 （弘前大学医学部附属病院 医療情報部）

「全国がん登録情報：顕名情報の提供（がん検診受診者リストの照合／行政的利用の場合）」 
田中 里奈 （弘前大学大学院 医学研究科 医学医療情報学講座）

「全国がん登録情報：匿名化情報の提供（研究利用の場合）」

桒原 佳宏 （大阪国際がんセンター がん対策センター 政策情報部）

「院内がん登録情報：個別情報の提供（院内外における研究利用の場合）」

中林 愛恵 （島根大学医学部附属病院 医療サービス課 がん登録室）

「院内がん登録情報：集計値の提供（二次医療圏内における病院間での共有の場合）」

松本 吉史（大阪医科薬科大学病院 医療総合管理部 診療情報管理室）
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6 月 8 日（木）に開催されたがん登録担当者研修会に引き続いて、「国際標準のがん登録

を目指して」をテーマに、第 32 回学術集会が開催された。会長講演、学術奨励賞受賞講演、

一般口演発表、ポスター発表、シンポジウムが行われ、参加実数は総勢 200 名を数えた。 
 

【第 32 回学術集会 開催概要】 
日時：2023 年 6 月 9 日（金）～6 月 10 日（土） 
会 場： リンクモア平安閣市民ホール（青森県） 
主 題：「国際標準のがん登録を目指して」 
プログラム： 
6 月 9 日（金） 
 
9：30-10：00 開会式 
 
10：00-11：00 学術集会会長講演／斎藤 博（青森県立中央病院） 
「大腸がん検診の歴史を振り返る―その起源から現在まで」 
座長：伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野） 
 
11：00-12：00 一般口演① 
座長：西野 善一（金沢医科大学 医学部公衆衛生学） 
   杉山 裕美（公益財団法人放射線影響研究所） 
 
演題・演者： 
O-1-1 地域がん登録データを用いた本邦の重複がん疫学調査と結果活用への課題 
佐藤 美紀子（日本大学産婦人科、神奈川県立がんセンター臨床研究所がん教育ユニット） 
 
O-1-2 愛知県におけるがん登録オンラインシステム導入状況、遡り調査の回答形式につい

て 
羽佐田 香代（愛知県健康対策課がん登録室、愛知県がんセンター研究所 がん情報・対

策研究分野） 
 
O-1-3 広島県の住民ベースがん登録に基づくがん患者の拠点病院への集約化と患者特性

との関連 
杉山 裕美（公益財団法人放射線影響研究所） 
 
O-1-4 日本産科婦人科学会腫瘍登録のカバー率 ―全国がん登録 2016～2019 年罹患デー

タとの比較― 
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岡 愛実子（大阪大学産婦人科、大阪医科薬科大学研究支援センター 医療統計室） 
 
O-1-5 大阪府がん登録データを用いた HPV 関連がん年齢調整罹患率の動向 
八木 麻未（大阪大学大学院 医学系研究科産婦人科学） 
 
12：00-13：00 総会・表彰式 
 
13：00-14:00 教育研修委員会企画「がん登録実務者情報交換会 実務で Go!」 
監修：伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野） 
 
15：00-16:30 
学術委員会企画シンポジウム 
「がん対策を考えるがん登録①～がんと診断されたら…受動動態を知る」 
座長： 宮代 勲 （大阪国際がんセンター がん対策センター） 

松坂 方士（弘前大学医学部附属病院 医療情報部） 
演題・演者： 
「患者居住地に基づく二次医療圏別の医療機関カバー割合―大阪府がん登録情報と院内が

ん登録全国集計報告書資料から見える違い―」 
石田 理恵（大阪国際がんセンター) 
 
「二次医療圏別にみたがん診療連携拠点病院による患者カバー率の状況」 
西野 善一 (金沢医科大学 医学部公衆衛生学) 
 
「青森県のがん患者の受動動向」 
田中 里奈（弘前大学大学院 医学研究科 医学医療情報学講座) 

 
「空間疫学的手法を用いて受療動態を探る！」 
伊藤 秀美（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野） 
 
16：30-17：30 一般口演② 
座長：大木 いずみ（埼玉県立大学 健康開発学科） 
   片山 佳代子（群馬大学 情報学部情報学科） 
 
演題・演者： 
O-2-1 『愛媛県がん情報データベース計画』～地域のがん情報を有効利用する新たな枠組

み～ 
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寺本 典弘（四国がんセンター 臨床研究センター） 
 
O-2-2 院内がん登録データにみる市区町村別受動動向 ―がん診療運営への活用― 
近藤 裕香（岡山済生会総合病院 診療情報管理室） 
 
O-2-3 2015 年症例と 2016 年症例の生存状況把握割合比較による予後調査に関する考察  
山口 千春（千葉医療センター 医療情報管理室） 
 
O-2-4 RMST 法を用いた非小細胞肺がん（総合ステージ 4）を対象とした免疫療法有無別

の平均生存時間比較 
山本 佳治（公益財団法人 大原記念倉敷中央医療機構 臨床医学研究所 臨床研究支援

センター） 
 
O-2-5 社会経済指標と原発性肺がん術後の純生存率との関連：院内がん登録を使用した日

本の三次医療期間での観察研究  
花房 真理子（東京医科歯科大学 東京都地域医療政策学講座） 
 
17：45-18：45 
CONCORD-4 参加登録室ミーティング 
監修：杉山 裕美（公益財団法人放射線影響研究所） 
 
19：00-21：00 
情報交換会 
 
6 月 10 日（土） 
9：30-11：00 
学術集会企画シンポジウム 
「がん登録を利用したがん検診の制度管理」 
座長： 金村 政輝 （宮城県立がんセンター研究所） 
演題・演者： 
「がん検診の制度管理評価にがん登録情報を利用するために必要なことの整理」 
雑賀 公美子（佐久総合病院 佐久医療センター総合医療情報センター) 
 
「島根県における子宮頸がん検診の現状と問題点を制度管理の観点から考察する」 
京 哲（島根大学 医学部産婦人科学） 
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「和歌山市におけるがん検診精度管理へのがん登録のデータの活用」 
井口 幹祟（和歌山県立医科大学 第二内科） 
 
11：00-12：00 
藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞受賞講演学術奨励賞講演／中林 愛恵（島根大学医学

部附属病院） 
座長：宮代 勲（大阪国際がんセンター がん対策センター） 
 
12：00-12：30 
閉会式、次期会長挨拶 

 
② シンポジウム 
 令和 6 年 2 月 18 日（日）に日本医師会と共催で、「がん登録の社会への貢献」をテーマ

にシンポジウムを国立がん研究センター大会議室で開催し、135 名の参加者があった。 
 
プログラム： 
日時：2024 年 2 月 18 日（日）14：00～17：00 
 
14：00～ 主催者開会挨拶 
松本 吉郎 氏（日本医師会会長―ビデオメッセージ） 
 
14：00～ 来賓挨拶 
西嶋 康浩 氏（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん疾病・対策課長） 
中釜 斉 氏（国立がん研究センター 理事長） 
Charles Wiggins 氏（IACR 理事長―ビデオメッセージ） 
 
シンポジウム I 「日本がん登録協議会 30 年の歩み」 
座長：西野 善一氏（日本がん登録協議会 副理事長・金沢医科大学医学部公衆衛生学教授） 
 
14：15～「JACR30 年の歩みと今後の期待」 
岡本 直幸 氏（レナテック特別顧問、JACR 元理事長） 
 
14：35～「がん登録推進法成立からの 10 年と JACR への期待」 
田中 英夫 氏（寝屋川市保健所、JACR 前理事長） 
 
14：55〜15：10  休憩  
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シンポジウム II 「がん登録の社会への貢献」 
座長：祖父江 友孝 氏（大阪大学大学院） 
 

15：10～「院内がん登録と全国がん登録」 
猿木 信裕 氏（群馬県衛生環境研究所） 
 
15：25～「公的データベース等との連結による活用」 
山本 隆一 氏（医療情報システム開発センター） 
 
15：40〜「がん研究への活用―がん予防対策につなげるエビデンスづくりに必須のがん登

録―」 
井上 真奈美 氏（国立がん研究センター） 
 
15：55～「患者の立場からがん登録への期待」 
天野 慎介 氏（全国がん患者団体連合会） 
 
16：10～「愛知県がん登録情報を用いたがんの実態把握とがん対策の効果検証」 
小嶋 雅代 氏（名古屋市健康福祉局） 
 
16：25〜 総合討論 
 
16：55～ 主催者閉会のあいさつ  
猿木 信裕 氏（JACR 理事長、群馬県衛生環境研究所） 
 
（2） がん登録に関する情報の提供事業  
松坂方士理事、片山佳代子理事、杉山裕美理事、田渕健監事、阪口昌彦専門委員、森島

敏隆専門委員をニューズレター編集委員として、本協議会ニューズレター第 55 号を令和 5
年 9 月に、JACR30 周年特別記念号を令和 6 年 2 月に刊行し、会員に配布した。 
本協議会の活動紹介、会員への情報提供を目的としたウェブサイトの管理、運営を行っ

た。学術集会開催案内、令和 5 年度の刊行物の紹介等を更新し、サイトに掲載した。 
※更新の詳細は、当協議会の「新着情報」に掲載されている。 
http://www.jacr.info/whatsnew.html 
令和 5 年青森県で開催された第 32 回学術集会（斎藤博学術集会長）の記録集を「国際標

準のがん登録を目指して」と題し、JACR Monograph No.29 の第 2 部として宮代勲編集委

員長、杉山裕美編集委員、片山佳代子編集委員がまとめた。JACR 事務局の諸事情により、
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例年の年度末発刊ではなく、令和 6 年 4 月の発刊となった。 

（3） がん登録に関する調査及び研究事業

令和 5 年度原子力災害影響調査等事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）「福島

県内外での疾病動向の把握に関する調査研究」班と業務委託契約を令和 6 年 2 月に締結し、

がん登録及びがん検診に関する新規統計情報検索及び既存データベースの更新業務を、委

託業務として実施した。

【令和 5 年度原子力災害影響調査等事業実施概要】 
実施期間：令和 6 年 1 月 11 日～令和 6 年 2 月 28 日 
委託業務作業範囲：

1. 委託事業実施に係る作業

2. 対象情報一覧収集に係る作業

3. 対象情報一覧アップデートの実施

集計対象等：

国内外のそれぞれの地域におけるがん登録のデータを用いて分析を実施した研究

ならびに、研究班のがん登録データを用いて分析を行った研究

（4） 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業

IACR からの情報を本協議会メーリングリストを利用して会員宛てに配信、情報を共有し

た。

（5） 人材育成事業

令和 5 年 6 月に、令和 4 年度実務功労者表彰受賞者 11 名を第 32 回学術集会で表彰を行

った。実務功労者表彰に関しては、令和 6 年 3 月に募集、選考を行っている。令和 5 年度

事業として、令和 5 年度実務功労者表彰受賞者名の授賞式を、令和 6 年 6 月開催予定の令

和 6 年度通常総会及び第 33 回学術集会の場にて実施する予定である。 

（6） 登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業

国立研究開発法人国立がん研究センターと都道府県がん登録室の個人情報保護のための

安全管理措置に関する外部監査業務委託契約を締結した。業務の実施に当たり、本協議会

の会員である 23 名と、外部有識者 11 名からなる委員会を組織し、7 月 31 日、9 月 20 日

に外部監査の手順等を打ち合わせる会議を開催し、外部監査業務手順書をまとめた上で、

10 県で外部監査業務を実施した。 
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（7） がん登録の手引き、冊子、実務者マニュアル等の発刊事業

「がん登録の手引き改訂第 6 版 2018 年版」を税込 1,000 円で販売したほか、一般向けパン

フレット「あなたと子孫と人類のために。」更新版及び和文・英文冊子、「日本の住民ベー

スがん登録に基づく希少がんデータブック」、「トロント小児がん病期分類ガイドラインに

基づく住民ベースのがん登録のための小児がん病期分類第 2 版」を無償配布した。

2. その他の事業

（1） コンサルティション事業

特になし

（2） 講演会、研修会の開催

特になし

（3） 刊行物の販売

JACR の HP 上で随時販売を行った。JACR Newsletter LINE スタンプ「モモコさんと

紫本」（税込：120 円）の随時販売も行った。 

（4） ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業

Newsletter への広告掲載を募集し、No.55 に 1 社の広告を掲載した。

3. その他の経常支出に係る活動

（1） 総会の開催

NPO 法人化後、事業報告を毎年 6 月末までに東京都に対して提出する必要があることか

ら、6 月開催としている。そのため、令和 5 年度は 6 月 8 日（木）に通常総会が招集された。 

【令和 5 年度 総会開催状況】 
総会 令和 5 年 6 月 8 日 開催 

(p.67)令和 5 年度通常総会議事録 
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（2） 理事会の開催

協議会事業の円滑な計画・立案、理事の分業制による活動の強化・活性化、円滑な意思

決定フローの確立を目的として、本協議会の事業に照らした委員会が平成 23 年度 6 月に設

置されたのを受け、委員会の活動報告、企画提案等を主たる議事の内容として理事会にて

議論されることが多くなった。

【令和 5 年度 理事会開催状況】 
第 1 回 令和 5 年 4 月 21 日    WEB 会議 
第 2 回 令和 5 年 6 月 8 日  対面会議（リンクモア平安閣市民ホール 会議室 1） 
第 3 回 令和 5 年 10 月 5 日    WEB 会議 
第 4 回 令和 5 年 12 月 12 日   WEB 会議 
第 5 回 令和 6 年 2 月 22 日 WEB 会議 
(p.69)　令和5年度 第 1 回理事会議事録 
(p.79)　令和5年度 第 2 回理事会議事録 
(p.87)　令和5年度 第 3 回理事会議事録 
(p.99)　令和5年度 第 4 回理事会議事録 
(p.109)            令和5年度 第 5  回理事会議事録 

（3） 事務局運営

令和 5 年度は常勤職員１ 名、非常勤 3 名の 4 人体制での運営となった。

4. 委員会活動

（1） 学術委員会

 宮代副理事長（委員長）、西野副理事長、杉山理事、片山理事、および伊藤ゆり専門委員、

中林専門委員より構成される。第 32 回学術集会における応募演題の採択およびプログラム

に関して学術集会会長をサポート、各優秀演題賞の選考を担当した。2012 年度から 2021 
年まで設けられた表彰制度「日本がん登録学術奨励賞」を引継ぐ「藤本伊三郎記念がん登

録学術奨励賞」の選考を令和４年度に開始し、初年度に受賞者 1 名を表彰した（令和５年

度は応募者なし）。

宮代副理事長を編集長として、編集委員を務める杉山理事と片山理事とともに JACR 
Monograph No.29 を発刊した。日本がん登録協議会事務局の諸事情により、例年の年度末

発刊ではなく、2024 年 4 月の発刊となった。 

（2） 広報委員会

松坂理事（委員長）、片山理事、杉山理事、田渕専門委員、阪口専門委員、森島専門委員

により構成し、9 月にニューズレターNo.55、2 月に JACR30 周年特別記念号を発行した。 
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（3） 国際交流委員会

 杉山理事（委員長）、松坂理事、中田専門委員、伊藤ゆり専門委員、梶原専門委員により

構成し、令和 5 年度の活動として、日本医師会・日本がん登録協議会共催シンポジウムに

おける Wiggins IACR 理事長挨拶の日本語字幕作成や海外のがん登録関係者からのメッセ

ージ動画作成を行った。

また、がん登録データを利用した国際共同研究推進のための活動として、CONCORD-4 
Study では、CONCORD Cancer Survival team との調整や、資料の和訳、JACR 会員が各

自治体へのがん情報提供申出のための支援を行った。CONCORD-3 study については、参

加した日本の都道府県がん登録が中心となって、日本の住民ベースがん登録に基づく詳細

な生存率に関する論文の特集号（Japanese CONCORD-3 Monograph）を出版予定であり、

その執筆活動について支援している。

（4） 教育研修委員会

 伊藤秀美理事（委員長）、大木副理事長、杉山理事、金村理事、寺本理事、海崎専門委

員、小塚専門委員、齊藤専門委員、田中専門委員、中田専門委員、中林専門委員、松本専

門委員により構成し、第 32 回学術集会と同時に開催するがん登録担当者研修会の内容につ

いて、検討し、決定した。

令和 6 年 2 月にがん登録実務功労者表彰の候補者を募集し、3 月に選考を行った。選考の

結果、5 名の受賞該当者が、令和 5 年度事業として表彰予定である。 

（5） 安全管理委員会

西野副理事長（委員長）、大木副理事長、伊藤秀美理事、金村理事、茂木監事、森島専門

委員により構成し、令和 5 年度は、都道府県がん登録室の安全管理措置に関する外部監査

業務を 10 県で実施した。 

（6） J-CIP 委員会

伊藤ゆり専門委員（委員長）、猿木理事長、片山理事、伊藤秀美理事、杉山理事、松坂

理事、増田理事、寺本専門委員、山下専門委員、中田専門委員、阪口専門委員により構成

し、J-CIPWeb サイトのコンテンツ更新や市民公開講座などによりがん患者、医療従事者、

行政担当者、がん登録実務者向けの情報発信を行った。本活動の一部は正力厚生会助成金

により実施された。

（7） 基盤整備委員会

 猿木信裕理事長（委員長）、西野善一副理事長、大木いずみ副理事長、片山佳代子理事、

田渕健監事、伊藤ゆり専門委員、阪口昌彦専門委員により構成され、賛助会員獲得のため

の活動、インフォマティクス委員会と連携してホームページの機能強化の検討等を行なっ
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た。

（8） インフォマティクス委員会

 当委員会は、故三上春夫元理事のアイデアによるがん登録インフォマティックス研究会

が起源であり、学術集会のシンポジウムや独自の研究会として活動してきたが、その後、

当協議会の委員会として構成されている。現在、田渕監事（委員長）、猿木理事長、松坂理

事、阪口専門委員、森島専門委員により構成している。

当協議会には情報発信機能強化が求められているにもかかわらず、システム、特にサー

バ機能低下が障碍となっていた。財務状況が厳しい中、基盤整備委員会その他の委員会と

共同で、サーバ更新事業を鋭意進め、漸次移行を進めている。
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 書式第１２号（法第２８条関係） 

令和5年度  事 業 報 告 書 

  令和5年 4月 1日から    令和6年 3月 31日まで 

認定特定非営利活動法人 日本がん登録協議会 

 １ 事業の成果 
 令和4年度は、がん登録に関する学術集会・講演会の開催、JACR Newsletter（No.53、54）・Monograph No.28
の刊行、ウェブサイト・その他媒体による情報提供、がん登録に関する調査の実施、人材育成事業を主として
事業を展開した。また、日本医師会と共催で、「がん登録データと個人情報～さらなる活用のために～」シンポ
ジウムを行った。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

支出額
（千円） 

がん登録に関する学

術集会、セミナー、

公開講演会等の開催

事業 

学術集会長が学術集会を主催

し、関係者が事業の進捗や研究

成果を報告した。 

日本医師会との共催のシンポジ

ウムにおいては、135名の関連

団体・個人、政府関係者、ﾏｽｺﾐ

関係者、一般市民が知見を深め

る場を提供した。

学術集会： 

6月8日-10日 

「がん登録の社

会への貢献」ｼﾝ

ﾎﾟｼﾞｳﾑ：2月18

日

学術集会： 

青森市 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ：

国立がん研

究センター

大会議室

22人 

関 連 団体 ・個

人 、 政府 関係

者、ﾏｽ ｺ ﾐ関係

者、一般市民 

300人 

6,800 

がん登録に関する 

情報の提供事業 

JACR Newsletter No.53、30周

年特別号を刊行しｳｪﾌﾞｻｲﾄに掲

載。その他関連学会、その他適

当な媒体・方法により、がん登

録に係る情報を関係者並びに一

般市民へ提供した。 

ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ：

9月、2月

W E B、その他

媒体は随時

法人事務所

及び郵送 20人 

会員及び関連団

体・個人 300

人（郵送等）、 

一般市民 

（WEB）70000人 

1,511 

がん登録に関する 

調査及び研究事業 

研究班により委託を受け、がん

登録に関するデータソース一覧

更新業務と報告書作成業務を実

施した。 

がん登録に関す

るデータソース

一覧更新業務と

報 告書作 成 業

務: 

2月 

法人事務所 各2人 

会員及び関連団

体・個人 300

人(WEB) 

一般市民70000

人（WEB） 

0 

国際がん登録協議会

（IACR）への 

参加協力事業 

IACRの会員として、国際活動に

参加・協力すると共に、会員や

一般市民に対し情報提供した。 

通年 法人事務所 1人 

会員及び関連団

体・個人  

300人 

一般市民5000人

（WEB） 

0 
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がん登録に関する 

人材育成事業 

実務担当者研修会等を通じて実

務者の育成に務めた。 

令和4年度藤本伊三郎記念がん

登録学術奨励賞、実務功労者表

彰の応募者の募集および選考を

行った。 

実務担当者研

修会：6月9日 

令和4年度実務

功労者表彰（WE

B開催） 

令和5年度、実

務功労者表彰

の公募：3月 

実務担当者

研修会、実

務功労者表

彰授賞式はW

EB開催 

その他 

法人事務所 

10人 

がん登録実務者

100人 

がん登録関連研

究者 200人 

173 

がん登録室の機密保

持基準の策定・公

表・認定事業 

委託を受け、がん登録室の機密

保持基準につき、外部専門家の

支援を得、監査を実施した。 

安全管理措置

に関する外部

監査 

10県 31人 
がん登録関係者

35人 
6606 

 （２）その他の事業 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費
の 
金額 

（千円） 

コンサルティション

事業

がん登録事業の実施について、実施団体の状況

に照らし、事業の円滑な推進ができるように、

適切な助言・指導を行う。 

体制が整い

次第実施予

定 

- - 0 

講演会、研修会の 

開催 

講演会や研修会を、国内外の講師を招聘し、有

償で実施する。 
- - - 0 

刊行物の販売 
冊子、教材、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等を、ｳｪﾌﾞｻｲﾄを通じて、

また研究会の際に販売する。 
通年 

法人事務

所 
2人 5 

ウェブサイトや機関

紙への広告掲載事業

関連分野の企業や団体に呼び掛け、協議会の有

するｲﾝﾀｰﾈｯﾄｳｪﾌﾞｻｲﾄや、刊行物に、有償で広告

を掲載する。 

通年 
法人事務

所 
2人 0 
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III． 令和 5 年度決算報告書 
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財産目録
計算書類の注記

特定非営利活動法⼈⽇本がん登録協議会

東京都中央区銀座8-19-18　第三東栄ビル503

活動計算書

決　算　報　告　書

第15期

⾃ 令和5年 4⽉ 1⽇

⾄ 令和6年 3⽉31⽇

貸借対照表
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書式第１５号（法第２８条関係）

[税込]（単位︓円）

 【流動資産】
 現⾦・預⾦ 2,973,593 
 未　収　⾦ 6,417,100 
 （棚卸資産）

 商 　　品 1,425,003 
 棚卸資産  計 1,425,003 

 （その他流動資産）
 前 払 費 用 322,999 
 未 収 ⼊ ⾦ 3 

 その他流動資産  計 323,002 
      流動資産合計 11,138,698 

 【固定資産】
 （有形固定資産）

 什 器 備 品 3 
     有形固定資産  計 3 
 （投資その他の資産）

 敷⾦ 600,000 
 差⼊保証⾦ 440,000 
 ⻑期前払費用 220,000 

 投資その他の資産  計 1,260,000 

 固定資産合計 1,260,003 
 資産の部  合計 12,398,701 

 【流動負債】
 短期借⼊⾦ 3,500,000 
 未  払  ⾦ 968,883 
 未払法⼈税等 70,000 
 預  り  ⾦ 45,622 
 前受収益 948,000 

 流動負債  計 5,532,505 
 負債の部  合計 5,532,505 

 【正味財産】
 正 味 財 産 6,866,196 
 (うち当期正味財産減少額) 8,517,914 

 正味財産　計 6,866,196 
 正味財産の部  合計 6,866,196 

 負債・正味財産合計 12,398,701 

《正味財産の部》

特定非営利活動法⼈⽇本がん登録協議会
令和6年 3⽉31⽇ 現在

令和　5　年度　　貸借対照表

《資産の部》

《負債の部》
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書式第１７号（法第２８条関係）

[税込]（単位︓円）

 【流動資産】
 （現⾦・預⾦）

　 現⾦ 238,772
　 ⼩⼝現⾦ 6,099 

 総合⼝座　ゆうちょ銀⾏京橋⽀店 33,052 
 振替⼝座　ゆうちょ銀⾏京橋⽀店 44,683 
 普通預⾦　みずほ銀⾏築地⽀店 1,409,550 
 普通預⾦　みずほ銀⾏築地⽀店（藤本伊三郎賞寄附⾦） 182,437 
 普通預⾦　⼭陰合同銀⾏島根医⼤通⽀店（学術集会⽤通帳） 1,059,000 
    　現⾦・預⾦ 計 2,973,593 
 （未収⾦）
 国⽴がん研究センター　未収⾦ 6,304,100
 正会員受取会費2会員分　未収⾦ 10,000 
 賛助会員受取会費3会員　未収⾦ 103,000 
    　未収⾦ 計 6,417,100 
 （棚卸資産）
 商 　   品

モノグラフ№21 196,894 
モノグラフ№22 216,367 
モノグラフサプリ№2 158,524 
がん登録の手引き 108,744 
モノグラフ№24 62,052 
モノグラフ№25 258,984 
モノグラフ№26 102,960 
モノグラフ№27 165,132 
モノグラフ№28 155,346 

棚卸資産  計 1,425,003 
 （その他流動資産）
 前 払 費 ⽤
　第三東栄ﾋﾞﾙ　家賃 96,800 
ﾃﾅﾝﾄ賠償責任保険 3,971 
AIG損害保険㈱ 22,000 
築地MSﾋﾞﾙ 110,000 
第33回学術集会経費 90,228 
　前払費⽤  計 322,999 

 未 収 ⼊ ⾦
　源泉所得税 3 

　未収⼊⾦  計 3 
 その他流動資産  計 323,002 

      流動資産合計 11,138,698 
 【固定資産】
 （有形固定資産）
 什器備品　　PC3台 3 

     有形固定資産  計 3 
 （投資その他の資産）
 敷⾦ 築地MSﾋﾞﾙ 600,000
 保証⾦ 第三東栄ﾋﾞﾙ 440,000 
 ⻑期前払費⽤ 220,000 
 投資その他の資産  計 1,260,000 
 固定資産合計 1,260,003 
 資産の部  合計 12,398,701 

 【流動負債】
 短期借⼊⾦

　役員より借⼊ 3,500,000 
    　短期借⼊⾦  計 3,500,000 
 未  払  ⾦

　外部監査報酬7件 671,536 
　プラグマ　会計業務 109,015 
　社会保険 74,516 
　その他　NTTﾌｧｲﾅﾝｽなど 113,816 

    　未払⾦  計 968,883 
 未払法人税等 70,000 

 預  り  ⾦
　源泉所得税 43,689 
　労働保険料 1,933 

　預り⾦  計 45,622 
 前受収益 948,000 
 流動負債  計 5,532,505 
 負債の部  合計 5,532,505 

 正 味 財 産 6,866,196 

特定非営利活動法人⽇本がん登録協議会
令和6年 3⽉31⽇ 現在

令和　5　年度　　財産目録

《資産の部》

《負債の部》
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書式第１４号（法第２８条関係）　

[税込]（単位︓円）
特定非営利活動

に係る事業 その他の事業 合計

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員受取会費 2,255,000 2,255,000
賛助会員受取会費 2,102,000 2,102,000

２　受取寄付⾦ 1,545,660 1,545,660
３　受取助成⾦等

受取⺠間助成⾦ 0 0
受取国庫助成⾦ 0 0

4
特定非営利活動に係る事業

3,860,487 3,860,487
(1.5)シンポジウムの開催事業 504,000 504,000
(2)がん登録に関する情報の提供事業収益 0
(3)がん登録に関する調査及び研究事業収益 343,200 343,200
(4)国際がん登録協議会への参加協⼒事業収益 0
(5)人材育成事業収益 0
(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業収益 6,304,100 6,304,100
(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業収益 18,980 18,980
その他の事業

0 0
(2)講演会、研修会の開催事業 0 0
(3) 刊⾏物の販売事業 0 0
(4) ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業 0 0
(5) LINEスタンプ販売 0 0

5　その他収益
受取利息 38 38

経常収益計 16,933,465 0 16,933,465
Ⅱ　経常費⽤

１　事業費

給料手当 3,719,934 3,719,934
法定福利費 434,587 434,587
人件費計 4,154,521 0 4,154,521

業務委託費 3,761,860 3,761,860
諸謝⾦ 1,473,870 1,473,870
印刷製本費 282,275 282,275
会議費 1,081,802 1,081,802
旅費交通費 1,181,434 1,181,434
通信運搬費 218,793 218,793
消耗品費 360,858 360,858
水道光熱費 146,034 146,034
賃借料 1,252,900 1,252,900
出版費⽤ 5,440 5,440
リース料 14,732 14,732
⽀払手数料 514,190 514,190
租税公課 10,000 10,000
雑費 631,573 631,573
その他経費計 10,935,761 0 10,935,761

事業費計 15,090,282 0 15,090,282
２　管理費

給料手当 413,314 413,314
法定福利費 53,409 53,409
人件費計 466,723 0 466,723

業務委託費 2,148,462 2,148,462
会議費 1,727 1,727
旅費交通費 20,132 20,132
通信運搬費 558,691 558,691
消耗品費 250,909 250,909
水道光熱費 16,221 16,221
賃借料 137,280 137,280
リース料 1,636 1,636
保守料 0
⽀払手数料 174,709 174,709
租税公課 3,200 3,200
雑費 11,307 11,307
その他経費計 3,324,274 0 3,324,274

管理費計 3,790,997 0 3,790,997
3　その他費⽤

雑損失 196,000 196,000
経常費⽤計 19,077,279 0 19,077,279

当期経常増減額 -2,143,814 0 -2,143,814
税引前当期正味財産増減額 -2,143,814 0 -2,143,814
法人税、住⺠税及び事業税 70,000 0 70,000
当期正味財産増減額 -2,213,814 0 -2,213,814
前期繰越正味財産額 7,637,117 1,442,893 9,080,010
次期繰越正味財産額 5,423,303 1,442,893 6,866,196

(1)学術集会、講演会等の開催事業収益

(1)人件費

(2)その他経費

(1)人件費

(2)その他経費

(1)コンサルティション事業

令和　5　年度　　活動計算書
令和5年4⽉1⽇　　から　　令和6年3⽉31⽇まで

特定非営利活動法人　⽇本がん登録協議会

科 目
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書式第１６号（法第２８条関係）

１．重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7⽉20⽇　2017年12⽉12⽇最終改正　NPO法人会計基準協議会）によっています。

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。
会計処理は売上原価対⽴法によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。
無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却しています。

（３）ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供はありましたが、その役務の提供に関する会計上の処理は⾏わず、
内容の注記のみ⾏っております。

（４）消費税の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．事業別損益の状況 （単位︓円）(消費税込)

科目
(1)学術集会、
講演会等の開
催事業

(1.5)シンポジウ
ムの開催事業

(2)がん登録に
関する情報の提
供事業

(3)がん登録に
関する調査及び
研究事業

(4)国際がん登録
協議会への参加協
⼒事業

(5)人材育成事
業

(6)登録室機密
保持基準の策
定・公表・認定
事業

(7)手引、冊
子、
マニュアル等の発
刊事業

その他の事業 事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

１　受取会費 0 0 0 0 0

正会員受取会費 0 0 0 2,255,000 2,255,000

賛助会員受取会費 0 0 0 2,102,000 2,102,000

２　受取寄付⾦ 530,000 750,000 0 0 0 0 0 0 1,280,000 265,660 1,545,660

３　受取助成⾦等 0 0 0 0 0

４　事業収益 0 0 0 343,200 0 0 6,304,100 18,980 6,666,280 0 6,666,280

５　その他収益 3,860,487 504,000 0 0 0 0 0 0 0 4,364,487 38 4,364,525

経常収益計 4,390,487 1,254,000 0 343,200 0 0 6,304,100 18,980 0 12,310,767 4,622,698 16,933,465

Ⅱ　経常費⽤ 0

(1)人件費 0

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給与手当 206,651 206,651 413,314 0 0 0 2,893,318 0 0 3,719,934 413,314 4,133,248

法定福利費 25,541 25,541 46,485 0 0 0 341,636 0 0 439,203 48,793 487,996

福利厚⽣費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費計 232,192 232,192 459,799 0 0 0 3,234,954 0 0 4,159,137 462,107 4,621,244

(2)その他経費 0

業務委託費 3,000,000 542,960 218,900 0 0 0 0 0 0 3,761,860 2,148,462 5,910,322

諸謝⾦ 162,500 111,370 0 0 0 0 1,200,000 0 0 1,473,870 0 1,473,870

印刷製本費 165,770 35,105 81,400 0 0 0 0 5,440 0 287,715 0 287,715

会議費（交際費含む） 667,617 400,000 0 0 0 0 14,185 0 0 1,081,802 1,727 1,083,529

旅費交通費 108,340 139,506 0 0 0 0 933,588 0 0 1,181,434 20,132 1,201,566

通信運搬費 7,331 13,911 62,692 0 0 25,138 109,721 0 0 218,793 558,691 777,484

消耗品費 149,423 38,438 136,950 0 0 36,047 0 0 0 360,858 250,909 611,767

水道光熱費 8,108 8,108 16,221 0 0 0 113,597 0 0 146,034 16,221 162,255

賃借料 68,640 68,640 137,280 0 0 0 978,340 0 0 1,252,900 137,280 1,390,180

売上原価(出版費⽤） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

リース料 818 818 1,636 0 0 0 11,460 0 0 14,732 1,636 16,368

保守料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

敷⾦・保証料等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⽀払手数料 6,820 0 396,000 0 0 111,370 0 0 0 514,190 174,709 688,899

租税公課 0 0 0 0 0 10,000 0 0 10,000 3,200 13,200

雑費 631,573 0 0 0 0 0 0 0 0 631,573 207,307 838,880

その他経費計 4,976,940 1,358,856 1,051,079 0 0 172,555 3,370,891 5,440 0 10,935,761 3,520,274 14,456,035

経常費⽤計 5,209,132 1,591,048 1,510,878 0 0 172,555 6,605,845 5,440 0 15,094,898 3,982,381 19,077,279

当期経常増減額 -818,645 -337,048 -1,510,878 343,200 0 -172,555 -301,745 13,540 0 -2,784,131 640,317 -2,143,814

令和5年度　計算書類の注記
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３．ボランティアによる役務提供の内容

(1)学術集会、講演会等の開催事業

・ 2023年6⽉8⽇〜10⽇（事務局設置期間︓2022/9⽉〜2024/3⽉）

・ 2023年6⽉8⽇〜10⽇開催　第32 回学術集会における講義、講演（講師・演者　計13名）

(2)がん登録に関する情報の提供事業

・ JACR Monograph No.29　編集作業（2名︔計20時間程度）

・ 機関紙JACRNewsletterNo.55、30周年特別号企画編集作業（2名;計9時間程度）および原稿作成（延べ20名）

(3)がん登録に関する調査及び研究事業

・委託業務　がん登録及びがん検診に関する新規統計情報検索及び既存データベースの更新業務（2名）

(4)国際がん登録協議会への参加協⼒事業

・ IACRからの情報を本協議会メーリングリストを利⽤して会員宛てに配信、情報を共有（１名;計１時間程度）

(5)人材育成事業
・ 2023年度⽇本がん登録協議会藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞にかかる企画および審査業務（2名;計20時間程度）

・ 2023年度⽇本がん登録協議会がん登録実務功労者表彰制度実施にかかる企画および審査業務（8名︔計20時間程度）

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業

・2023年度都道府県外部監査事業にかかる企画および監査実施、報告書作成（34名︔計100時間程度）

４．使途等が制約された寄付等の内訳

（単位︓円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

2,247,670 10,000 111,370 2,146,300

合計 2,247,670 10,000 111,370 2,146,300

5．固定資産の増減内訳 （単位︓円）

取得

帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 当期償却額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

　什器備品 574,040 574,037 0 0 0 574,040 0 574,037 3

無形固定資産

ソフトウェア 1,890,000 1,890,000 0 0 0 1,890,000 0 1,890,000 0

合計 2,464,040 2,464,037 0 0 0 2,464,040 0 2,464,037 3

科目
減少

内容

人材育成事業（藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞事業）

期首残高 期末残高

備考

　使途等が制約され寄付等の内訳は以下の通りです。

　当法人の正味財産は6,866,196円ですが、そのうち2,146,300円は人材育成事業（藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞事業）

に使⽤される財産です。　したがって、使途が制限されていない正味財産は4,719,896円です。

30



固定資産の増減内訳予想（令和6年度） （単位︓円）

取得

帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 当期償却額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

　什器備品 574,040 574,037 0 0 0 574,040 574,037 3

無形固定資産

ソフトウェア 1,890,000 1,890,000 0 1,890,000 1,890,000 0

合計 2,464,040 2,464,037 0 0 0 2,464,040 0 2,464,037 3

固定資産の増減内訳予想（令和7年度） （単位︓円）

取得

帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 当期償却額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

　什器備品 574,040 574,037 0 0 0 574,040 574,037 3

無形固定資産

ソフトウェア 1,890,000 1,890,000 0 1,890,000 0 1,890,000 0

合計 2,464,040 2,464,037 0 0 0 2,464,040 0 2,464,037 3

科目
期首残高 減少 期末残高

科目
期首残高 減少 期末残高
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IV． 令和 5 年度監査報告 
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V． 業務運営上の体制 
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V. 業務運営上の体制

1. 事務局の整備

平成 24年度から協議会の会計処理及び給与支払い及び税務対応を株式会社プラグマにア

ウトソーシングをしている。令和 3 年度は常勤職員 1 名と業務量を鑑みて増員が必要な場

合に要請する非常勤職員 3 名で協議会事務局業務の分担を行った。必要に応じて定期的に

事務局内ミーティングを行い、業務進捗状況、運営の状況について報告と確認を行った。 

2. 情報の保護

協議会が、会員異動調査等において収集した会員の個人情報や会員の業績は、予め通知

した目的内でのみ、もしくは協議会運営の資料としてのみ利用し、それ以外の目的・活動

に利用したり、第 3 者に提供したりしない。収集した情報を協議会活動と密接に関連する

事項に利用する場合は、前もって会員の承諾を得た上で実施する。また、取得した情報は

適切に扱い、安全性・信頼性を確保する。 
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VI． 参考資料 
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特定非営利活動法人 日本がん登録協議会 定款 

第１章 総 則 

（名 称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人日本がん登録協議会と称し、英文名では The 

Japanese Association of Cancer Registries、略称をJACRと称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を東京都中央区に置く。 

（目 的） 

第３条 この法人は、広く国民に対して、がん登録によるがん罹患、死亡、生存率等の

情報を提供するとともに、公開セミナーや学術セミナー、調査及び研究、がん

登録に関与する人材の育成等を行い、国・地方公共団体等の実施するがん登録

事業の充実・発展を支援する事業を通して、国民の保健、医療、療養の増進と、

わが国のがん対策の推進に寄与することを目的とする。 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。 

(1) 保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2) 情報化社会の発展を図る活動

(3) 国際協力の活動

(4) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動

（事業の種類） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、

次の事業を行う。 

(1) がん登録に関する学術集会、セミナー、公開講演会等の開催事業

(2) 会誌、図書、ウェブサイト等によるがん登録に関する情報の提供事業

(3) がん統計、がん登録に関する調査及び研究事業

(4) 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業

(5) がん登録に関する人材育成事業

(6) がん登録室の機密保持基準の策定及び公表・認定事業
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(7) がん登録の手引、がん罹患・死亡データに関する冊子、実務者マニュア

ル等の発刊事業

(8) その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

２ この法人は、次のその他の事業を行う。 

(1) コンサルティション事業

(2) 講演会、研修会の開催事業

(3) 刊行物の販売事業

(4) ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業

３ 前項に掲げる事業は、第１項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、そ

の収益は、第１項に掲げる事業に充てるものとする。 

第２章 会 員 

（種 別） 

第６条 この法人の会員は、次の３種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以

下「法」という。）上の社員とする。 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した団体又は個人

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し、賛助するために入会した団体又は

個人

(3) 名誉会員 この法人の発展に功労があり理事会が推薦し、総会の承認を

得た個人

（団体正会員 都道府県等） 

第７条 前条に定める団体正会員が都道府県等の場合は、団体関係者から登録者として

１０名以内の個人を登録するものとする。 

２ 前項による登録者は、この法人の活動に係る特典の対象となる。 

３ 登録者のうち１名を代表者と称し、代表者又は他の１名がこの法人との連絡窓

口となる。 

４ 代表者はその団体を代表し、団体正会員としての権利を行使する。 

（団体正会員 病院等関連団体） 

第８条 第６条に定める団体正会員が病院等関連団体の場合は、団体関係者から登録者

として４名以内を登録するものとする。 

２ 前項による登録者は、この法人の活動に係る特典の対象となる。 

３ 登録者のうち１名を代表者と称し、代表者又は他の１名がこの法人との連絡窓
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口となる。 

４ 代表者はその団体を代表し、団体正会員としての権利を行使する。 

（個人正会員） 

第９条 第６条に定める個人正会員は、それぞれが登録者として、この法人の活動に係

る特典の対象となり、個人正会員としての権利を行使する。 

  ２ 個人正会員は、それぞれがこの法人との連絡窓口となる。 

（団体賛助会員） 

第１０条 第６条に定める団体賛助会員は、団体関係者のうち１名がこの法人との連絡

窓口となる。 

（個人賛助会員） 

第１１条 第６条に定める個人賛助会員は、それぞれがこの法人との連絡窓口となる。 

（名誉会員） 

第１２条 第６条に定める名誉会員は、それぞれが登録者となり、名誉会員としての権

利を行使する。 

（入 会） 

第１３条 名誉会員以外の会員の入会について、特に条件は定めない。但し、正会員に

ついては、都道府県等のがん登録事業を担当している地方自治体、組織、団体、

施設(都道府県等のがん登録室や病院等の院内がん登録室に相当するもの)、又

は、その準備に関与している組織、団体、施設、並びにがん登録の振興を主要

目的とする組織、団体、施設、この法人の目的に賛同する個人等を対象とする。 

２ 名誉会員以外の会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会

申込書により、理事長に申し込むものとする。 

３ 理事長は、前項の申込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め、

後日、総会へ報告しなければならない。 

４ 理事長は、第２項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書

面をもって本人にその旨を通知しなければならない。 

（会 費） 

第１４条 年会費については、別に会費規定を定める。 

（会員の資格の喪失） 
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第１５条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。

(2) 会員である団体が消滅したとき、又は、個人会員本人が死亡し、若しく

は失踪宣告を受けたとき。

(3) 継続して２年以上会費を滞納し、納付の意思が認められない場合。

(4) 除名されたとき。

（退 会） 

第１６条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。 

（除 名） 

第１７条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを

除名することができる。 

(1) この定款に違反したとき。

(2) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明

の機会を与えなければならない。 

（拠出金品の不返還） 

第１８条 既に納入した会費その他の拠出金品は、返還しない。 

第３章 役 員 

（種別及び定数） 

第１９条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事（都道府県等）６人以上１２人以内

(2) 理事（病院等）４人以内

(3) 理事（個人）１人以内

(4) 監事 １人以上２人以内

２ 理事のうち１人を理事長、副理事長を３人以内、置くことができる。 

（選任等） 

第２０条 理事及び監事は、正会員による選挙により、団体正会員に登録された登録者

又は個人正会員から選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 
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３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の

親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の

親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 法第２０条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができ

ない。 

５ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

（職 務） 

第２１条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。

(2) この法人の財産の状況を監査すること。

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の

行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した

場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見

を述べること。

（任期等） 

第２２条 役員の任期は選任された総会の年の７月１日から２年後の６月３０日まで

とする。但し、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現

任者の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。 

（欠員補充） 

第２３条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。 

（解 任） 
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第２４条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

２ 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明

の機会を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

第２５条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（学術集会会長） 

第２６条 この法人に、役員のほかに学術集会会長(以下「会長」という)を置く。 

２ 会長は、理事会において選出し、総会において承認し、理事長が委嘱する。 

３ 会長は、学術集会を主宰する。 

４ 会長の任期は、会長に選出された総会日以後、担当した学術集会の年度の終了

までとする。 

 

（顧問） 

第２７条 この法人に、役員のほかに顧問を置くことができる。顧問は理事会の承認を

経て、理事長がこれを任免する。 

２ 顧問は、理事長の諮問に応じて、法人の活動や運営につき助言をすることがで

きる。 

 

（専門委員） 

第２８条 この法人に、役員のほかに専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、理事会の承認を経て、理事長がこれを任免する。 

３ 専門委員は、理事長の要請に応じて、理事会に出席し、意見を述べることがで

きる。 

４ 専門委員は、理事長の依頼に応じて、その専門分野においての知見に基づき、

法人の活動を支援する。 

５ 専門委員の任期は理事会で承認された日から次年度の６月３０日までとする。

但し、再任を妨げない。 

 

第４章 会 議 
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（種 別） 

第２９条 この法人の会議は、総会及び理事会の２種とする。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

（総会の構成） 

第３０条 総会は、正会員をもって構成する。 

（総会の権能） 

第３１条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更

(2) 解散及び合併

(3) 会員の除名

(4) 役員の解任

(5) 役員の職務及び報酬

(6) 事業計画及び収支予算並びにその変更

(7) 事業報告及び収支決算

(8) 資産の管理の方法

(9) 借入金(その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。

第59条において同じ。) その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(10) 解散における残余財産の帰属先

(11) その他運営に関する重要事項

（総会の開催） 

第３２条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面を

もって招集の請求があったとき。

(3) 第21条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき。

（総会の招集） 

第３３条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、そ

の日から６０日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければ
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ならない。 

（総会の議長） 

第３４条 総会の議長は、理事長がこれにあたる。 

（総会の定足数） 

第３５条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな

い。 

（総会の議決） 

第３６条 総会における議決事項は、第３３条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（総会での表決権等） 

第３７条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

２ 第７条から第９条までの規定にかかわらず、やむを得ない理由により総会に出

席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、書面若しくは電磁

的方法をもって表決し、又は理事長若しくはあらかじめ指定した者を代理人と

して表決を委任することができる。 

３ 前項の代理人等は、代理権を証する事項を総会ごとに書面若しくは電磁的方法 

  をもって議長に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定により表決した正会員は、前二条及び次条第１項及び第６０条の

規定の適用については出席したものとみなす。 

５ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。 

（総会の議事録） 

第３８条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

(1) 日時及び場所

(2) 正会員総数及び出席者数（書面若しくは電磁的方法による表決者又は表

決委任者がある場合にあっては、その数を付記すること。）

(3) 審議事項

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果
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(5) 議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人２名が、記名押印

又は署名しなければならない。 

（理事会の構成） 

第３９条 理事会は、理事をもって構成する。但し、監事及び当該年度並びに次年度の

学術集会会長、事務局代表者は理事会に参加し、意見を述べることができる。

専門委員は、理事長の要請に応じて理事会に出席し、意見を述べることができ

る。 

  ２ 理事長の要請に応じて、理事会にオブザーバーを出席させることができる。 

（理事会の権能） 

第４０条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

（理事会の開催） 

第４１条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。

(2) 理事総数の２分の１以上から理事会の目的である事項を記載した書面又

は電磁的方法により招集の請求があったとき。

（理事会の招集） 

第４２条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号の規定による請求があったときは、その日から１４日以

内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、少なくとも会日の５日前までに通知しなければなら

ない。 

（理事会の議長） 

第４３条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 

（理事会の定足数） 

第４４条 理事会は、理事総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな
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い。 

（理事会の議決） 

第４５条 理事会における議決事項は、第42条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（理事会の表決権等） 

第４６条 各理事の表決権は、平等なものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された

事項について書面をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、理

事会に出席したものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加

わることができない。 

（理事会の議事録） 

第４７条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(1) 日時及び場所

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を

付記すること。）

(3) 審議事項

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果

(5) 議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人が記名押

印又は署名しなければならない。 

第５章 資 産 

（資産の構成） 

第４８条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産

(2) 会費

(3) 寄付金品
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(4) 財産から生じる収入

(5) 事業に伴う収入

(6) その他の収入

（資産の区分） 

第４９条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業

に関する資産の２種とする。 

（資産の管理） 

第５０条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事

長が別に定める。 

第６章 会 計 

（会計の原則） 

第５１条 この法人の会計は、法第２７条各号に掲げる原則に従って行わなければなら

ない。 

（会計の区分） 

第５２条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の２

種とする。 

（事業年度） 

第５３条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（事業計画及び予算） 

第５４条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度ごとに理事長が

作成し、総会の議決を経なければならない。 

（暫定予算） 

第５５条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収

入支出することができる。 

２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

（予備費） 
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第５６条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることがで

きる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。 

 

（予算の追加及び更正） 

第５７条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予

算の追加又は更正をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第５８条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書等の決算に関

する書類は、毎事業年度終了後、３か月以内に、理事長が作成し、監事の監査

を受け、総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（臨機の措置） 

第５９条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第６０条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の

３以上の多数による議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する軽微な事項

を除いて所轄庁の認証を得なければならない。 

 

（解 散） 

第６１条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以

上の議決を得なければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならな
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い。 

 

（残余財産の帰属） 

第６２条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したと

きに残存する財産は、法第１１条第３項に規定する法人の中から、総会におい

て議決したものに譲渡するものとする。 

 

（合 併） 

第６３条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第８章 公告の方法 

（公告の方法） 

第６４条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して 

   行う。但し、法第２８条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、 

   この法人のウェブサイトに掲載して行う。 

 

第９章 事務局 

（事務局の設置） 

第６５条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、必要な職員を若干名置くことができる。 

 

（職員の任免） 

第６６条 事務局職員の任免は、理事長が行う。 

 

（組織及び運営） 

第６７条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が

別に定める。 

 

第10章 雑 則 

（細 則） 

第６８条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。 
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附則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 

理事長  岡本 直幸 

副理事長 津熊 秀明 

理 事  西野 善一  

 同  柴田 亜希子 

 同  藤田 学 

 同  田中 英夫 

 同  岸本 拓治  

 同  早田 みどり 

 同  祖父江 友孝 

監 事 三上 春夫  

 同  西 信雄 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第１７条第１項の規定にかかわらず、この法

人の成立の日から平成２２年６月３０日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業年度は、第４７条の規定にかかわらず、この法人の成立

の日から平成２２年３月３１日までとする。 

５ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第４８条の規定にかかわらず、設

立総会の定めるところによる。 

６ この法人の設立当初の会費は、第９条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

(1) 正会員（団体）  ４０，０００円 

(2) 賛助会員（個人・団体）  個人 ５，０００円 団体１口 ５０，０００円 

(１口以上)

変更 

２０１１年２月１０日 変更認証（会費規定の設置、役員任期の明記、専門委員の 

設置、理事会の構成） 

２０１３年１０月１日 変更（事業報告及び決算） 

２０１５年６月１１日 変更（登録会員及び代表会員） 

２０１５年９月１６日 変更認証（目的） 
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２０１６年１０月７日 変更認証（名称） 

２０１８年１０月１日 変更（専門委員の任期及び公告の方法） 

２０１９年５月１６日 変更認証（種別、団体正会員 都道府県等、団体正会員 病

院等関連団体、個人正会員、団体賛助会員、個人賛助会員、名誉会員、入会、会

員の資格の喪失、種別及び定数、選任等、学術集会長、顧問、専門委員、総会の

権能、総会の開催、総会の議決、総会での表決権等、総会の議事録、理事会の構

成、理事会の議決、公告の方法、事務局の設置、職員の任免） 

２０２０年８月１７日 変更認証（選任等、総会の権能） 
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会費規程

特定非営利活動法人日本がん登録全国協議会 会費規程 

（総則） 

第1条 この規程は、特定非営利活動法人日本がん登録協議会定款第9条の「会費」に関し

て必要な事項を定める。 

（会費の種類） 

第2条 この規程で定める年会費は、次のとおりとし、会費は毎年納入しなければならな

い。ただし、名誉会員は会費の納付を必要としない。 

(1) 正会員（団体）  40,000円 

(2) 賛助会員（個人・団体）  個人 5,000円 団体１口 50,000円 (１口以上) 

２ 入会金は、これを徴収しない。 

（会費の不返還） 

第3条 既納の会費は定款第13条に基づき、その理由の如何を問わず返還しない。 

（会費の事業年度） 

第4条 本規程第2条で定めた会費の有効期限は、定款第48条に準じ、毎年4月1日に始まり、

翌年3月31日に終わるものとする。 

２ 入会が前項の定める年度の途中であっても、年会費として納入しなければならな

い。 

（規程の改廃） 

第5条 本規程の改廃は、総会の議決によるものとする。 

（会費の滞納） 

第6条 会費を2年間滞納した会員は、定款第11条の退会届の提出があったものとみなす。 

附則 

１．通常総会で議決権を有する会員は、前年度の会費を納入したものに限る。 

２．この規程は平成 23年 2月 10日付をもって施行する。 
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（会費の滞納） 

第7条 会費を2年間滞納した会員は、定款第11条の退会届の提出があったものとみなすこ 

  とができる。 

附則 

１．通常総会で議決権を有する会員は、前年度の会費を納入したものに限る。 

２．この規程は平成 23年 2月 10日付をもって施行する。 

変更 

平成 29年 6月 9日 

令和 元年5月16日 
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認定特定非営利活動法人 日本がん登録協議会 

選挙規程 

 

K2-R1_11_14 

 

（目的） 

第1条 本規程は、定款第 20 条に基づき理事及び監事を選出する選挙を行うことを目的と 

して定める。 

 

（選挙の種類） 

第2条 選挙の種類は、通常選挙と補充選挙とする。 

2 通常選挙は、定款第 22 条に定める任期を務める理事及び監事を選出する選挙

であり、役員の任期満了の年度末前までに行う。 

3 補充選挙は理事又は監事に欠員が生じた場合や、理事会が役員の追加を認めた

場合に行う。 

 

（選挙管理委員会） 

第3条 選挙の実施のために、選挙管理委員会を置く。 

2 選挙管理委員は、JACR 事務局職員の中から 2 名を理事会が指名する。 

 

（選挙権及び被選挙権） 

第4条 選挙権は、正会員が有する。 

 2 選挙権を有する正会員は、次の要件を満たす者とする。 

（1） 選挙告示の日の時点で会費の滞納がなく、選挙告示が行われた月の前月末現

在で正会員である団体又は個人 

3 団体正会員の投票権については、代表者が団体正会員としての投票権を行使す

る。 

 

第5条 被選挙権は、正会員の登録者が有する。 

2 被選挙権を有する正会員の登録者は、「理事・監事の立候補に関する細則」で

定める要件を満たす者とする。 
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（選挙の告示） 

第6条 選挙の告示は、会員メーリングリストで行う。 

（選挙公報） 

第7条 立候補者の所信表明の手段として、選挙公報を設ける。選挙運動は、選挙公報の

みとする。 

2 選挙公報は、会員メーリングリストで回覧する。 

（投票） 

第8条 投票は、指定の投票用紙を用いて郵送によって行うものとする。 

2 投票は、正会員の種別ごとに行い、無記名投票とする。 

（開票） 

第9条 理事会は、選挙の公正性を確保するため、選挙期日までに、選挙に立候補しない

正会員の中から１名の開票立会人を指名する。 

2 委員会は、開票を開票立会人の立会いの下に、選挙終了後直ちに行わなければ

ならない。 

（無効投票） 

第10条 次の投票は、無効とする。 

（1） 指定の用紙を使用しないもの

（2） 定数を越えて候補者を記載したもの

（3） どの候補者を記載したか確認できないもの

（4） 投票締切日以降に到着したもの

（5） 投票の効力に疑問があり、選挙管理委員会と開票立会人の合議によって無効

としたもの

（当選） 

第11条 選挙管理委員会は、投票用紙の開票及び集計を行い、当選者を確定し、会員に公 

表する。 

2 選挙の立候補者が定款第 19 条で定める当該選挙の各正会員種別の定数を越え

るときは、得票数の多い順に、有効投票による過半数を超えたものだけを当

選者とする。 

3 理事は各種別正会員数規模によって「理事選出数に関する細則」で定める数ま

でを当選者とする。 

4 但し、各種別当選者数が「理事選出数に関する細則」で定める選出数の下限を
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下回る場合、下限数までを得票数の多い順に当選者とする。 

5 有効投票による過半数を超えた得票数が同票であった場合は決選投票を行う。 

6 当選結果の公表は、会員メーリングリストで行う。 

7 委員会は投票用紙を選挙において当選した候補者の任期満了まで厳重に保管

しなければならない。 

（信任投票当選） 

第12条 選挙管理委員会は、選挙の立候補者が定款 19 条で定める当該選挙の各正会員種別

の定数且つ「理事選出数に関する細則」で定める数を越えないときは、立候補者

の信任を正会員の投票により求める。 

2 有権者の過半数以上の有効投票による過半数の信任をもって当選とする。 

3 但し、各種別当選者数が「理事選出数に関する細則」で定める選出数の下限を

下回る場合、下限数までを得票数の多い順に当選者とする。 

（選挙結果に関する情報の開示） 

第13条 選挙の効力に関して異議のある選挙人及び被選挙人は、選挙管理委員会に対して

情報の開示を請求できる。 

2 請求により開示する情報は各立候補者の各得票数、選挙権者数、投票数、投票

率とする。 

（改正） 

第14条 本選挙規程の改正は、理事会の決定によらなければならない。 

附則 

1. この規程は令和元年度 11 月 14 日から施行する。

改正 

令和 3 年７月 19 日 
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認定特定非営利活動法人 日本がん登録協議会 

理事・監事の立候補に関する細則 

K2-R1_11_14-1 

（目的） 

第1条 本細則は，日本がん登録協議会選挙規程に基づき、理事・監事の選出を円滑に行

うことを目的として定める。 

（被選挙権を有する要件） 

第2条 選挙規程第 5 条に基づく理事又は監事に立候補する者は以下の(ア)と(イ)と(ウ)

と(エ)の要件を満たすものとする。 

(ア)選挙告示の日の時点で会費の滞納がなく、選挙告示が行われた月の前月末現

在で正会員である団体又は個人の登録者。 

(イ)都道府県等の団体正会員の登録者として 5 年以上登録されている者若しくは

全国（地域）がん登録、院内がん登録業務に 5年以上の従事経験がある者。 

(ウ)これまで本協議会において下記のいずれかの経歴、活動歴を持つ。 

① 理事、監事、専門委員の経験

② 学術集会長の経験

③ 過去 5年以内の学術集会における講演または演題発表（共同演者を含む）

④ 過去 5年以内の本協議会が主催する研修会等での講演

⑤ 過去 5年以内の JACR Monographへの執筆（共著者を含む）

⑥ 過去 5年以内の JACR NEWSLETTERへの寄稿

⑦ 過去 5年以内の本協議会が刊行したその他の出版物への執筆

⑧ その他過去 5年以内の本協議会の活動（安全管理措置外部監査業務、J-CIP

等）への具体的貢献

(エ)任期中、理事及び監事としての活動に支障がない。 

2 選挙管理委員会は、理事及び監事に立候補した者の要件を確認し、要件を満た

す者全員を理事及び監事の候補者として選挙公報に記載する。 

（改正） 

第3条 本細則の改正は、理事会の決定によらねばならない。 

附則 

1. この細則は令和元年度 11月 14日から施行する。
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認定特定非営利活動法人 日本がん登録協議会 

理事選出数に関する細則 

K2-R1_11_14-2 

（目的） 

第1条 本細則は，日本がん登録協議会規程に基づき、各正会員種別の理事の発言権の

公平性の為、定款第 19条に定める役員定数内で、各種別正会員数規模によって

選出される理事の数を定めることを目的とする。 

（選出される理事数の割合） 

第2条 定款第 19条で定める役員定数内で、各種別正会員数の 25％小数点第 1位切り上

げた人数を理事として選出する。 

2 但し、定款第 19 条で定める各種別役員定数の下限を下回らない。 

（改正） 

第3条 本細則の改正は、理事会の決定によらねばならない。 

附則 

1. この細則は令和元年度 11月 14日から施行する
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． 
品定特定非宮利活動法人

日本がん登録協議会
II'•I暑；I J A C R 

良いと思うが、 その見込みがどれくらい立つかということを調べておいた方が良いかと思い、 この学術

集会が終わった後に、 会員を対象にしてWebのアンケ ー トを実施したいと考えている。 今 後の学術集会

を安定的に行っていくためにも、 次回、 次々回の大会に関わられる中林先生や伊藤秀芙先生とも質問項

目を考えていく予定。

・ コロ ナの影響で全国的にこうしたイベント関連のWeb環境が整っていき、 今後はWebの良さと対面の

良さの両方を組み合わせる流れが主流になっていくのではと考えているが、 そのために人数や費用対効

果などをきちんと調べておくことは大切なので、 ぜひ進めていただきたい。（猿木理事長）

(8) 30周年記念シンポジウムについて

西野副理事長よりご報告いただいた。

・現在は WGが中断しているが、 学術集会が終わったら一応年内にシンポジウムを開催する方向で進め

ていきたい。（西野副理事長）

• 2022年12月でちょうど30周年だったため、 コロ ナで開催が遅れたにしても、 なるべく1年以内には

開催したいと思っている。 医師会との共催シンポジウムとも時期が近いので、 同時開催もありなのでは

と考えている。 ある程度意見をまとめて、 医師会にも早めに提案していきたい。（猿木理事長）

(9) 第4期がん対策推進計画について

金村理事よりご報告いただいた。

•各県で作業が進んでいることと思うが、 前回宮城県はデー タの遅れがあったため震災前の時点のデー

タでの計画策定になった。 県で資料作成をしているので、 非常に歯がゆい思いで見ているところもある。

デ ー タは計画策定のために使われますと言っているものの、 報告害作成までが私たちの作業になってお

り、 現実の会議の場で非常に解析されたデー タが使われている機会は少ないのではないかという気がし

ている。 その辺りが乗り遅れてしまっている気がして気掛かりなので、 私たちが計画の中にどのように

入っていくかという視点を共有したいと思っている。（金村理事）

・今年度中に47都道府県が第4期のがん計画を作ることになっているが、 確かに全国がん登録のデー タ

と院内がん登録のデー タがなかなか使われていない現状があり、 そういう意味ではJACRが簡単なもの

で良いので声明を出すなどできれば良いと考えている。 特に沖縄県もそうだが、 専門家がいないため10

年以上変わらぬ報告嚇を出しているという状況で、 本当に一 部の都道府県以外はとんでもない状況だと

考えられる。 県は何をしたら良いかよくわからないところがあって、 そもそもがん登録に対する認識が

浅いことが考えられる。 したがって、 JACRのような全国的な学術団体が声明を出すことによって、 県

がそれを拠り所にして作成が進むのではないか。（増田理事）

•第 4期はがん登録は様々な分野を支える基盤として整理されていて、 がん検診の精度管理がうたわれ

てはいるが、 そことがん登録との結びつきをどうしたらいいかわからないところがあり、 もしできれば

松坂先生にもがん登録と検診精度管理をうまく図式化してもらえると、 活用してもらえるのではと考え

ている。（猿木理事長）

・すでに2期の時点から能書きが書いてあるだけで、 そこからさっぱり進んでいない現状がある。 ぜひ

JACRから積極的にアピ ールした方がいいと思う。（斎藤学術集会長）

•国のがん計画の個別施策にも、 全国がん登録等を利用したがん検診の精度管理は項目として入ってい

るので、 問題はそこを具体化したものをJACRとして出せたら良いと考えている。 個別施策は国の計画

なのでどうしても具体的なことを書けないため、 指標を具体化して書かなくてはならない。 国のがん計
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